
第１期「まち・ひと・しごと創生会議」
の取組について

平成31年４月19日（金）

資料 １



少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞ
れの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生
（※）に関する施策を総合的かつ計画的に実施する。

※まち・ひと・しごと創生：以下を一体的に推進すること。
まち…国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める地域社会の形成
ひと…地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保
しごと…地域における魅力ある多様な就業の機会の創出

基本理念（第２条）

①国民が個性豊かで魅力ある地域社会で潤いのある豊かな生活を営めるよう、
それぞれの地域の実情に応じた環境を整備

②日常生活・社会生活の基盤となるサービスについて、需要・供給を長期的
に見通しつつ、住民負担の程度を考慮して、事業者・住民の理解・協力
を得ながら、現在・将来における提供を確保

③結婚・出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつつ、結婚・
出産・育児について希望を持てる社会が形成されるよう環境を整備

④仕事と生活の調和を図れるよう環境を整備
⑤地域の特性を生かした創業の促進・事業活動の活
性化により、魅力ある就業の機会を創出

⑥地域の実情に応じ、地方公共団体相互の連携協力
による効率的かつ効果的な行政運営の確保を図る

⑦国・地方公共団体・事業者が相互に連携を図りな
がら協力するよう努める

内容：まち・ひと・しごと
創生に関する目標や施策
に関する基本的方向等

※人口の現状・将来見通
しを踏まえるとともに、
客観的指標を設定

本部長：
内閣総理大臣

副本部長：
内閣官房長官
まち・ひと・しごと
創生担当大臣

本部員：
上記以外の全閣僚

まち・ひと・しごと
創生本部

（第11条～第20条）

まち・ひと・しごと創生
総合戦略（閣議決定）

（第８条）
案の作成
実施の推進

実施状況の
総合的な検証

内容：まち・ひと・しごと創生に関する
目標や施策に関する基本的方向等

都道府県まち・ひと・しごと創生
総合戦略（努力義務）（第９条）

勘案

勘案

施行期日：公布日（平成26年11月28日）。ただし、創生本部・総合戦略に関する規定は、平成26年12月２日。

勘案

目的（第１条）

内容：まち・ひと・しごと創生に関する
目標や施策に関する基本的方向等

市町村まち・ひと・しごと創生
総合戦略（努力義務）（第10条）

まち・ひと・しごと創生法の概要

1



○設置根拠：まち・ひと・しごと創生法
○本 部 長：総理大臣
○副本部長：まち・ひと・しごと創生担当大臣、官房長官
○本 部 員：他の全ての国務大臣

※その他必要に応じて本部長が出席を求める

まち・ひと・しごと創生本部

○設置根拠：本部決定
○議 長：総理大臣
○副 議 長：まち・ひと・しごと創生担当大臣、官房長官
○構 成 員：

（国務大臣）
情報通信技術(IT)政策担当大臣、経済再生担当大
臣、女性活躍担当大臣、東京オリンピック競技大
会・東京パラリンピック競技大会担当大臣、一億
総活躍担当大臣、働き方改革担当大臣、全世代型
社会保障改革担当大臣、内閣府特命担当大臣（沖
縄及び北方対策）、内閣府特命担当大臣（金融）、
内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、内閣府特
命担当大臣（規制改革）、内閣府特命担当大臣
（科学技術政策）、内閣府特命担当大臣（少子化
対策）、内閣府特命担当大臣（地方創生）、内閣
府特命担当大臣（クールジャパン戦略）、 内閣
府特命担当大臣（知的財産戦略）、復興大臣、総
務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、
農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環
境大臣

まち・ひと・しごと創生会議

（民間有識者）
増田寛也 東京大学公共政策大学院客員教授

坂根正弘 コマツ相談役

冨山和彦 経営共創基盤代表取締役ＣＥＯ

樋口美雄 独立行政法人労働政策研究・研修機構理事長

池田弘 公益社団法人日本ニュービジネス協議会連合会会長

伊東香織 岡山県倉敷市長

中橋恵美子 NPO法人わははネット理事長

清水志摩子 NPO法人全国商店街おかみさん会理事長

大社充 NPO法人グローバルキャンパス理事長

田中進 農業生産法人(株)サラダボウル代表取締役

山本眞樹夫 帯広畜産大学監事、前小樽商科大学長

奥田麻依子 島根県海士町魅力化コーディネーター

まち・ひと・しごと創生本部と創生会議について

※その他必要に応じて議長が出席を求める
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「まち・ひと・しごと創生会議」の経過について

開催年度 担当大臣 まち・ひと・しごと創生会議 閣議

平成26年度

石破大臣
(26.9.3～28.8.3)

第1回(26.9.19)・第2回(26.10.31)
第3回(26.11.6)・第4回(26.12.26)

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
平成26年12月27日閣議決定

平成27年度

第5回(27.4.14)・第6回(27.6.12)
「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」
平成27年6月30日閣議決定

第7回(27.10.30)・第8回(27.12.18)
「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）」
平成27年12月24日閣議決定

平成28年度

第9回(28.5.20)
「まち・ひと・しごと創生基本方針2016」
平成28年6月2日閣議決定

山本大臣
(28.8.3～29.8.3)

第10回(28.11.1)・第11回(28.12.14)
「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）
平成28年12月22日閣議決定

平成29年度

第12回(29.5.29)
「まち・ひと・しごと創生基本方針2017」
平成29年6月9日閣議決定

梶山大臣
(29.8.3～30.10.2)

第13回(29.11.17)・第14回(29.12.18)
「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017改訂版）」
平成29年12月22日閣議決定

平成30年度

第15回(30.6.6)
「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」
平成30年6月15日閣議決定

片山大臣
(30.10.2～)

第16回(30.11.21)・第17回(30.12.18)
「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）」
平成30年12月21日閣議決定
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まち・ひと・しごと創生総合戦略について

平成２６年１２月
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）について

平成２７年１２月
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まち・ひと・しごと創生総合戦略2015（改訂版）
－主なポイントー

Ⅰ.地方創生の現状を踏まえた検証・改訂

Ⅱ.政策メニューの拡充（地方創生の深化）

Ⅲ.地方への支援（地方創生版・３本の矢）

〇ローカル・アベノミクスの実現 〇政府関係機関の移転

〇「生涯活躍のまち」構想 〇「地域アプローチ」による少子化対策

〇連携中枢都市圏 〇「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）

〇情報支援の矢 〇人的支援の矢 〇財政支援の矢
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地方創生をめぐる現状認識

Ⅰ.地方創生の現状を踏まえた検証・改訂

②東京一極集中が加速

＜Ｈ26年＞

・東京圏への転入超過は約11万

人（３年連続増加）

◎地方創生は、総合戦略策定から事業推進の段階へ

総合的な施策メニュー整備

（２６年度）

具体的な事業の本格的推進
「地方版総合戦略」の策定と推進

（２７・２８年度～）

①人口減少に歯止めがか
かっていない

＜Ｈ26年＞

・出生率：９年ぶりに低下、1.42

・年間出生数：過去最低約100万人

③地方経済と大都市経済

で格差が存在
・地方経済は雇用面は改善、消

費回復に遅れ

・ 生産性などで大きな格差

創生基本方針2015
（平成27年６月30日閣議定）

まち・ひと・しごと創生長期ビジョン・総
合戦略（平成26年12月27日閣議決定）

しごとを創る
【2020年目標】
・若者雇用（地方）

５年間で30万人創出
5.9万人創出

・若年者の正規雇用等
全世代と同水準へ
格差縮小

・農林水産業
市場規模10兆円
4.7兆円

基
本
目
標
・Ｋ
Ｐ
Ｉ

ひとの流れ
を変える

【2020年目標】
・地方・東京圏の転
出入均衡

＜地方→東京圏＞
1700人増(47万人)

＜東京圏→地方＞
11,000人減(36万人)

→東京圏年間転入超過
10万人→11万人

結婚・子育ての
希望をかなえる
【2020年目標】
・第１子出産前後の
女性継続就業率55％

38％(2010年）
・男性育休取得13％

2.30％(2014年)
・労働時間週60時間

以上の割合を５％
8.5％(2014年) 

まちを創る
【2020年目標新設】
・都市機能誘導区域
内の施設数増加
100市町村

・居住誘導区域内の
人口増加100市町村

・公共交通の利便性
の高いエリア居住
人口割合の増加

まち・ひと・しごと創生総合戦略
2015（改訂版）（案）
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Ⅰ 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

Ⅱ.政策メニューの拡充（地方創生の深化）

Ⅱ 地方への新しいひとの流れをつくる

○政府関係機関の移転 ○「生涯活躍のまち」構想

Ⅲ 若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかなえる

○「地域アプローチ」による少
子化対策・働き方改革

Ⅳ 時代に合った地域をつくり、安心なくらし
を守るとともに、地域と地域を連携する

○「小さな拠点」
の形成

ローカル・アベノミクスの実現

○地域の技の国際化

（ローカルイノベーション）

○地域の魅力のブランド化

（ローカルブランディング）
○人材の地方還流

○ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ
の形成

○地域のしごとの高度化（ロー
カルサービスの生産性向上）

○企業の地方拠点強化

○「地域連携」
の推進
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 若者人材の流出、地域に閉じた資金循環など、地域経済は、人材・資金両面から内部に完結
した経済運営をしており、日本経済全体のダイナミズムとの相乗効果も得られていない。

 産業・金融が一体となって、以下の取組を進めることにより、地域に、生産性の高い競争力
ある事業・産業を回復し、人材、資金はもとより技術、情報などが、地方の隅々まで、自由
闊達に行き交う活力ある日本経済をつくる。

 これにあわせ、ローカルアベノミクス実現にむけた各地域の取組みを有効に実施するため、
地域でビジネスを展開し得る専門的スキルを有する人材等の還流や育成を全国で展開する。

地域の技の国際化（ローカル・イノベーション）

• 世界に通じる地域発のイノベーション

• 地域発グローバルトップ技術の発掘育成

地域の魅力のブランド化（ローカル・ブランディング）

• 地域資源の価値を高めるブランディング

• 日本版DMO（※）を核とする観光地域・ブランドづくり

地域のしごとの高度化（ローカル・サービス生産性向上）

• 暮らしを支えるサービスの生産性向上

• 「サービス産業チャレンジプログラム」の実施

特に産業・金融が一体となって、「稼ぐ力」の向上に取り組む。

※様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的なブランドづくり、ウェブ・SNS等を活用した情報発信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦略策定等につ
いて、地域が主体となって行う観光地域づくりの推進主体（Destination Management/Marketing Organization）。

ローカルアベノミクスの実現に向けて

これを実現する  担い手
 地方創生の事業推進主体の形成
 中核的人材確保・育成

 圏域
 広域圏域から集落生活圏まで 官民協働スキーム

 地域間連携の促進

 枠組み

「地域しごと創生会議」の設置

 目的

まち・ひと・しごと創生会議の下、地方創生の
第二ステージへと進むため、官民が力を合わせ
て、地域経済・社会的課題の解決に資する取組
の発掘と支援を行っていく観点から、その基本
的な取組方針を明らかにするため、「地域しごと
創生会議」を開催する。

 時期
１１月１７日（火）に第１回目を開催。
１２月 ８日（火）に第２回目を開催。
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■ 地方への新しいひとの流れをつくるため、地方の自主的な取組を支援し、地方の提案を踏まえ、地方
創生に資する研究機関等政府関係機関（独立行政法人を含む。）の移転を図る。

地方からの「誘
致条件整備案を
付した提案」期
限。70機関につ
いて提案（※）

必要性や効
果を検証し
て、地方移
転提案につ
いて総合的
に検討

地方からの提案

2015年８月

地方からの提案
提案数
（70機関（注））

2016年３月 2016年４月～

移転等に
向けた具
体的な取
組の実施

注42道府県及び１市から提案。東広島市が提案し

た東京都北区にある（独）酒類総合研究所東京事
務所の東広島市にある同研究所本部への移転に
ついて、平成27年6月30日のまち・ひと・しごと創生
本部で決定。

有
識
者
意
見
聴
取

まち・ひと・しごと創
生本部での検討

・なぜそこなのか
・地域の発展に繋がるか

・同等以上の機能発揮で
きるか

・受入れ条件が整備され
ているか

2015年12月

政府関係機関の地方移転

地方提案に対する
考え方の決定

移転方針決定

地方提案に対
する評価と対応
方針案について
の考え方のとり
まとめ

まち・ひと・しご
と創生本部で
移転等機関の
決定

◎研究・研修機関 （提案６１機関 ⇒具体的に検討２３機関）
【全部移転の検討】・健康・栄養研究所（大阪府）、

※酒類総合研究所（広島県）は移転決定済
【一部移転の検討（例）】・国立がん研究センターメタボﾛｰﾑ解析研究拠点（山形県）

・（独）産総研の炭素繊維研究拠点（石川県） ・（独）産総研の次世代ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
研究拠点（愛知県） ・（独）高齢障害機構の職業能力開発総合大学校拠点（鳥取
県） ・（独）水研センターの水産大学校研究拠点（山口県） ・（独）理化研の有機ｴﾚｸ
ﾄﾛﾆｸｽ研究拠点（福岡県） ・（独）国際協力機構の研修（島根県） ・教育研修センター
（秋田県、富山県、福井県、三重県）など

◎中央省庁については、論点整理を行い、検討を進める。
【提案機関】 ・ 消費者庁（徳島県） ・総務省統計局（和歌山県） ・文化庁（京都府）

・中小企業庁（大阪府） ・ 特許庁（大阪府、長野県） ・気象庁（三重県） ・観光庁
（北海道、兵庫県）
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◎東京圏をはじめとする地域の高齢者が、希望に応じ地方や「まちなか」に移り住み、地域住民や多

世代と交流しながら健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができるよ

うな地域づくりを目指す

１.東京圏をはじめ高齢者の住み替えの支援
・移住希望者に対しきめ細かな支援（事前相談、お試し居住など）を展開。
・東京圏からの移住にとどまらず、地方居住の高齢者が近隣から「まちなか」に移り住むケースも。
２．「健康でアクティブな生活」の実現
・健康づくりとともに、就労・社会活動・生涯学習へ
の参加等により、健康でアクティブな生活を目指す。

３．地域社会（多世代）との協働
・地域社会に溶け込み、子どもや若者など多世代との
協働や地域貢献ができる環境を実現。

４.「継続的なケア」の確保
・医療介護が必要となった時に、終末期まで尊厳ある
生活が送れる「継続的なケア」の体制を確保。

◎平成27年12月11日に有識者会議において「最終報告」とりまとめ

⇒「生涯活躍のまち」構想について必要な法制を含め制度化を目指す

⇒今年度中に関係省庁による自治体の支援チームの立ち上げ（263自治体が構想検討）

⇒先駆性のある取組については「新型交付金」により支援

※ＣＣＲＣ：米国等では、高齢者が健康時から介護・医療が必要な時期
まで・継続的なケアを受けながら、生涯学習や社会活動に参加でき
る地域共同体 （Continuing Care Retirement Community)が普及

主として要介護状態
になってから選択

居住の
契機 健康時から選択

高齢者はサービス
の受け手

高齢者
の生活

仕事・社会活動・生涯学
習などに積極的に参加
（支え手としての役割）

住宅内で完結し、
地域との交流が少ない

地域と
の関係

地域に溶け込んで、
多世代と協働

従来の高齢者施設等 「生涯活躍のまち」構想

「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想の推進
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◎出生率や出生率低下要因、「働き方」等に大きな地域差

◆合計特殊出生率：東京都1.15⇔沖縄県1.86 豊島区（東京都）0.81⇔伊仙町（鹿児島県）2.81
◆第一子の平均出産年齢：東京都32.2歳⇔福島県29.0歳
◆週60時間以上働く雇用者の割合（H24）：東京都11.2%⇔鳥取県、沖縄県7.1%

地方の特性に応じた対策（「地域アプローチ」）の展開が重要

◎地域の「見える化」の推進 －「地域指標」の公表 －
・出生率に関する各指標や「働き方」の実態を地域別に分析した「地域指標」を公表

◎地域の先駆的・優良事例の横展開
・地域では、働き方改革など独自の取組を推進（※）。こうした先駆的・優良事例の普及を図る。
※福井県は、平成23年度から全国に先駆けて「企業子宝率（従業員の子ども数の指標）」の調査を県内事業所を対
象に実施、企業子宝率と子育て支援の取組がともに評価できる企業を選定（県の補助事業選定、融資優遇等）

◎地域の実情に応じた「働き方改革」の推進
・自治体がリーダーシップを発揮し、地域関係者が取り組むことを関係府省一体となって支援

「地域アプローチ」による少子化対策・働き方改革

地域働き方改革会議（仮称）
各地域に設置（自治体、労使団体等が参加）

地域働き方改革支援チーム（仮称）

関係府省・有識者からなるチーム

支援
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旭川市

札幌市

函館市

青森市

八戸市

鹿児島市

大分市

宮崎市

長崎市

久留米市

福岡市

熊本市

佐世保市

佐賀市

下関市

岡山市

呉市

高知市

高松市松山市

徳島市

和歌山市

津市

倉敷市

鳥取市

姫路市
富山市

金沢市

長野市

福井市

豊田市
四日市市

静岡市

浜松市

富士市

沼津市

松本市

甲府市 つくば市

水戸市

宇都宮市

長岡市
高崎市

那覇市

いわき市郡山市

福島市

仙台市

盛岡市

秋田市

山形市

太田市

伊勢崎市

前橋市

新潟市上越市

広島市
松江市

北九州市
岐阜市

福山市

(1) 圏域全体の経済成長のけん引

産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

(2) 高次の都市機能の集積・強化

高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

(3) 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等

連携中枢都市圏の意義とは

連携中枢都市圏に何が求められているのか

 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、

人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成

連携中枢都市圏の都市圏要件

① 地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上
の指定都市・中核市と、当該市と社会的、経済的に一
体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏

※ ただし、①を原則除く都市圏であって、隣接する２つの市
（各市が昼夜間人口比率１以上かつ人口１０万人程度以上
の市）の人口の合計が２０万人を超え、かつ、双方が概ね
１時間以内の交通圏にある場合において、これらの市と社
会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する
都市圏についても、①の都市圏と同等の取組が見込まれ
る場合においてこれを含むものとする。

※ 左記①の要件を満たす都市圏

⇒ 全国で６１都市圏が該当

・ (1) 地方圏の指定都市、中核市（人口２０万以上）、

・ (2) 昼夜間人口比率おおむね１以上

を満たす都市（ ● ）を中心とする圏域

・ は、都市圏を形成している団体（４団体）

※ は、三大都市圏

ＫＰＩの設定について

 連携中枢都市圏の形成数：３０圏域を目指す（２０２０年時点）

連携中枢都市圏の取組の推進
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◎中山間地域等において、将来にわたり持続的に集落で暮らせるようにするため、地域住民
自らによる主体的な地域の将来プランの策定とともに、地域課題の解決に向けた多機能型
の取組を持続的に行うための組織（地域運営組織）の形成が必要。

◎必要な生活サービス提供の事業や域外からの収入確保の事業を将来にわたって継続でき
るような「小さな拠点」の形成（集落生活圏を維持するためのサービス集約化と周辺集落と
の交通ネットワーク化）が必要。【地域再生法改正H27.6成立】

◎このため、手引書の活用やフォーラムの開催、財政支援等を通じ、地域住民の合意形成、
取組体制の確立や「小さな拠点」の形成に取り組む地方公共団体の動きを加速化。2020年
までに小さな拠点を全国で1,000箇所、地域運営組織を全国で3,000団体形成する。

「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）

○地域住民による集落生活圏の将来ビジョン（地域デ

ザイン）の策定
・ワークショップを通じて住民が主体的に参画・合意形成

○地域住民が主体となった地域課題の解決に向けた

多機能型の取組体制（地域運営組織）の形成
・地域デザインに基づき、住民や地場企業が役割分担を
明らかにしながら、事業に取組む体制を構築

○日常生活に必要な機

能・サービスの集約･確

保、周辺集落との交通

ネットワークの確保

○地域に合った多機能型

のコミュニティビジネ

スの振興、地域経済の円

滑な循環の促進

意識の喚起

体制の構築

生活サービスの
維持・確保

地域における仕事・
収入の確保

集落生活圏

集落 集落

集落

集落

旧役場庁舎

スーパー
跡地

郵便・ATM 小学校

ガソリン
スタンド

道の駅

例：旧役場庁舎を
公民館等に活用

例：コミュニティバス等により交通手段を確保

例：道の駅に直売所等を併設

診療所

例：付加価値の高い
農林水産物加工場

例：地域資源を活かした作物
を栽培、道の駅で販売

例：集落の女性組織による
６次産業化商品の開発

例：小学校の空きスペースや
廃校舎を福祉施設等に活用

例：撤退後のスーパーを
集落コンビニ等に活用

取組イメージ
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■情報支援の矢
○地域経済分析システム（RESAS）

・一つのシステムで分かりやすく見える化

・今後も地方公共団体による活用を支援、

新たなデータ分野の追加、国民への周

知・普及

■人的支援の矢
○地方創生コンシェルジュ
・相談窓口を各府省庁に設置

○地方創生人材支援制度
・応募期間の長期化、民間人材の募集拡大

○「地方創生人材プラン（仮称）」
・地方創生を担う専門人材を官民協働で確保育成

■財政支援の矢
○新型交付金 （28‘予算案）、地方創生加速化交付金（27’補正案）
【平成28年度予算案】「新型交付金」を創設し、官民協働、地域間連携、政策間連携等の

促進、先駆的・優良事例の横展開を支援。

【平成27年度補正案】地方創生加速化交付金等の財政支援措置

○「まち・ひと・しごと創生事業費」（地方財政措置）
・地方公共団体が地方創生に取り組み、きめ細やかな施策を可能とする観点から地方財政

計画（歳出）に計上（27年度1.0兆円）

○地方創生関連補助金等改革
・適切なKPIやPDCAサイクルの整備、手続きのワンストップ化等による縦割りの弊害防止

Ⅲ.地方への支援（地方創生版・３本の矢）
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国

交付金（１/２）
都道府県
市町村

【想定される支援対象】
①先駆性のある取組
・官民協働や地域間連携、地方創生の事業推進主体の
形成、中核的人材の確保・育成
例）ローカル・イノベーション、ローカルブラン
ディング、日本版ＤＭＯ、生涯活躍のまち（日本
版ＣＣＲＣ）、小さな拠点 等

②既存事業の隘路を発見し、打開する取組(政策間連携)
・地方公共団体自身が既存事業の隘路を発見し、打開
するために行う取組

③先駆的・優良事例の横展開
・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

○統一的な方針の下で関係府省が連携し、地方創生予算
への重点化により財源確保を行い、28年度において新
たな交付金を創設(「骨太の方針」「創生基本方針」)

○地方創生の深化に向けた地方公共団体の自主的・主体
的な取組を支援

○ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の
「縦割り」事業を超えた取組を支援

地方創生の深化のための新型交付金
２８年度概算要求額 各府省合計1,080億円【うち優先課題推進枠307億円】（新 規）

（事業費ベース 2,160億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○先駆的な取組等を後押しすることにより、地方におけ
る安定した雇用創出、地方への新しいひとの流れ、
まちの活性化など地方創生の深化の実現に寄与

期待される効果

具体的な
「成果目標

（ＫＰＩ）」
の設定

「ＰＤＣＡ
サイクル」
の確立
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地方創生応援税制の創設（「企業版ふるさと納税」 ）

○志のある企業が地方創生を応援する税制を創設

⇒地方公共団体による地方創生のプロジェクトに対し寄附をした企業に、

税額控除の措置を新設！

○企業が寄附しやすいように

・税負担の軽減効果を２倍に

・寄附額の下限は１０万円からとし、少額寄附にも対応

⇒企業による地方創生の応援団の輪が広がる！

地方創生応援税制

市民からの要望に応えて、
雇用創出と環境保全の両面か
ら効果的な森林保全プロジェ
クトをぜひ来年度から実施した
いなぁ・・・。

でも、財源が厳しいなぁ・・・。

＜A市長の場合＞

そうか、この企業版ふるさと納税を使って、民
間企業の寄附を募ればいいわね。

企業にとっても、税負担の軽減効果が2倍に

なるし、地方創生に貢献すれば企業イメージの
アップにもつながるわね！

早速、森林や水源に関係の深い飲料メー
カーや住宅メーカーにトライしてみましょう!!

損金算入
（約３割）

税額控除
（３割）

1000万円

300万円(現行)
600万円(２倍に!!)

21



Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度の
人口を維持

◆人口減少の歯止め
・国民の希望が実現した
場合の出生率
（国民希望出生率）＝1.8

◆「東京一極集中」の是正

Ⅱ.成長力の確保

◎2050年代に実質GDP
成長率1.5〜２%程度維持
（人口安定化、生産性向上が
実現した場合）

中長期展望
（2060年を視野） 「しごと」と「ひと」の好循環作り

基本目標（成果指標、2020年）

①生産性の高い活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
・地域の技の国際化（ローカルイノベーション）、地域の魅力のブランド化
（ローカルブランディング）、地域のしごとの高度化（ローカルサービスの生
産性向上）
・地域企業の経営体制の改善・人材確保等、地域全体のマネジメント向上、
ICT等の利活用による地域の活性化、地域の総力を挙げた地域経済好循
環拡大に向けた取組、総合的な支援体制の改善

②観光業を強化する地域における連携体制の構築
・日本版DMOを核とする観光地域・ブランドづくりの推進、多様な地域の
資源を活用したコンテンツづくり、観光消費拡大等のための受入環境整備

③農林水産業の成長産業化

・需要フロンティアの拡大・バリューチェーンの構築、農業生産現場の強化

等、林業の成長産業化、漁業の持続的発展

④地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策
・若者人材等の還流及び育成・定着支援、「プロフェッショナル人材戦略拠
点」の整備等、人材還流政策間の連携強化、新規就農・就業者支援、若

者・高齢者・障害者が活躍できる社会の実現

①政府関係機関の地方移転
②企業の地方拠点強化、企業等における地方採用・就労の拡大
③地方移住の推進

・地方移住希望者への支援体制、地方居住の本格推進
・「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想の推進
・「地域おこし協力隊」の拡充

④地方大学等の活性化
・地の拠点としての地方大学強化プラン、地元学生定着促進プラン、地域
人材育成プラン

主な施策

①少子化対策における「地域アプローチ」の推進
②若い世代の経済的安定

・若者・非正規雇用対策の推進、「少子化社会対策大綱」と連携した結婚・
妊娠・出産・子育ての各段階に対応した総合的な少子化対策の推進

③出産・子育て支援
・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援、子ども子育て支援の更なる充実

④地域の実情に即した「働き方改革」の推進（仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の実現等）

・WLB推進、長時間労働の見直し、時間や場所にとらわれない働き方の普
及・促進、地域における女性の活躍推進、地域の実情に即した「働き方改

革」の実現

①まちづくり・地域連携
・まちづくりにおける地域連携の推進、都市のコンパクト化と周辺等の交通

ネットワーク形成に当たっての政策間連携の推進、ひとの流れと活気を生み
出す地域空間の形成、まちづくりにおける官民連携の推進、人口減少を踏ま
えた既存ストックのマネジメント強化

②「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
③東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題・少子化問題
への対応
・東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護・少子化問題への対応、
大都市近郊の公的賃貸住宅団地の再生・福祉拠点化

④住民が地域防災の担い手となる環境の確保
⑤ふるさとづくりの推進

○「小さな拠点」の形成
・住民の活動組織（地域運営組織）形成
数3,000団体(P) ：1,656団体（2014年度）

○「連携中枢都市圏」の形成
・連携中枢都市圏の形成数 30圏域

：4圏域（2015年）

○既存ストックのマネジメント強化
・中古・リフォーム市場規模20兆円

：11兆円（2013年）

地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人
現状：5.9万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合
2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：92.7%（2014年）
全ての世代の割合：93.7%（2014年）

◆女性の就業率 2020年までに77%
：70.8％（2014年）

長期ビジョン

地方への新しいひとの流れをつくる
現状：東京圏年間10万人入超

◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年)
・地方→東京圏転入 ６万人減

：1,732人増加（2014年）
・東京圏→地方転出 ４万人増

：11,152人減少（2014年）

まち・ひと・しごと創生総合戦略2015 改訂版（～2019年度）

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社
会を達成していると考える人の割合40%以上

：19.4%（2013年度）
◆第１子出産前後の女性継続就業率55%

：38%（2010年）
◆結婚希望実績指標 80% ：68%（2010年）

◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標95%
：93%（2010年）

○農林水産業の成長産業化
・６次産業化市場10兆円 ：4.7兆円（2013年度）
・農林水産物等輸出額 １兆円：6117億円(2014年)

○観光業を強化する地域における連携体制
の構築
・訪日外国人旅行消費額４兆円 ：2.0 兆円(2014年)

○地域の中核企業、中核企業候補支援
・1,000社支援：平成27年度の施策を踏まえ検証

・雇用数８万人創出 ：0.1万人（2014年度）

○地方移住の推進
・年間移住あっせん件数 11,000件

：約4,000件（2015年＜11月末時点＞）

○企業の地方拠点機能強化
・拠点強化件数7,500件増加 ：808件※

・雇用者数４万人増加 ：6,600人※

○地方大学活性化
・自道府県大学進学者割合平均36%

：32.3%（2015年度）

○若い世代の経済的安定
・若者の就業率78%向上 ：76.1%（2014年）

○妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
・支援ニーズ高い妊産婦への支援実施100%

○ワーク・ライフ・バランス実現
・男性の育児休業取得率13%  ：2.30%(2014年）

主な重要業績評価指標（KPI）

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略2015 （改訂版）」の全体像

好循環を支える、まちの活性化

※地域再生計画（H27.10）に記載された目標値

時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域
と地域を連携する
◆立地適正化計画を作成する市町村数 150市町村
◆立地適正化計画に位置付けられた誘導施設について、市町村全域に
存する当該施設に対して、都市機能誘導区域内に立地する施設数の割

合が増加している市町村数 100市町村
◆市町村域内人口に対して、居住誘導区域内の人口の占め
る割合が増加している市町村数 100市町村
◆公共交通の利便性の高いエリアに居住する人口の割合
（三大都市圏） 90.8% ：90.5%（2014年度）
（地方中枢都市圏） 81.7% ：78.7%（2014年度）
（地方都市圏） 41.6% ：38.6%（2014年度）
◆地域公共交通網形成計画策定総数：100

：60件（2015年11月末時点） 22



まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）について

～ 地方の「平均所得の向上」を通じたローカル・アベノミクスの推進 ～

平成２８年１２月

まち・ひと・しごと創生本部事務局
地方創生推進事務局
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地方創生の現状を踏まえた検証・改訂

①人口減少に歯止めが
かかっていない

②東京一極集中が加速 ③地方経済と大都市経済で
格差が存在

＜H27年＞
・総人口：H22年より約96万人減少
（国勢調査開始以来初の人口減少）

＜H27年＞
・東京圏への転入超過は12万人
（４年連続増加）

・東京圏とその他の地域との間に
「稼ぐ力」の差が生じている

地方創生をめぐる現状認識

地方創生は、本格的な「事業展開」の段階へ

総合的な施策メニュー整備 地方版総合戦略の策定終了 本格的な「事業展開」

・まち・ひと・しごと創生長期ビジョン
・まち・ひと・しごと創生総合戦略
・地方創生先行型交付金

・まち・ひと・しごと創生基本方針2015
・まち・ひと・しごと創生総合戦略
（2015改訂版）

・まち・ひと・しごと創生基本方針2016
・まち・ひと・しごと創生総合戦略
（2016改訂版）
・地方創生推進交付金・拠点整備交付金
・企業版ふるさと納税

26年度

2020年の主な基本目標・ＫＰＩ

「しごと」をつくる 「ひと」の流れを変える 結婚・子育ての希望実現 「まち」をつくる
・若者雇用創出数（地方）
５年間で30万人
➡9.8万人創出

・地方と東京圏との
転出入の均衡

地方⇒東京圏 ６万人減
➡２万人増（49万人）
東京圏⇒地方 ４万人増
➡0.3万人減（37万人）

・第１子出産前後の女性
継続就業率 55％
➡53.1％

・立地適正化計画を作成
する市町村 150市町村
➡４市町村

・若年者の正規雇用等
全世代と同水準へ
➡格差縮小

・農林水産業６次産業化
市場規模 10兆円
➡5.1兆円

・男性育休取得 13％
➡2.65％

・支援ニーズの高い妊産
婦への支援実施 100％
➡86.4％

・「小さな拠点」の地域運
営組織形成数 3,000団体
➡1,680団体

・連携中枢都市圏の形成数
30圏域
➡17圏域

・地方創生加速化交付金
・地方拠点強化税制

27年度～ 28年度～

➡東京圏への転入超過
12万人
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）ー主なポイントー

ローカル・アベノミクス
の一層の推進

東京一極集中の是正

ライフスタイルの
見つめ直し

・地域におけるしごと創出 (P19)
・【新】遊休資産（空き店舗、遊休農地、古民家等）の活用 (P19)

（東京圏への転入超過は４年連続で拡大し、12万人程度）

・地方生活の魅力の再発見、発信 (P24)
・郷土への誇り・愛着の醸成 (P24)
・歴史の発掘、地域文化の振興 (P24)

「地方創生版・三本の矢」「自助の精神」をもって意欲的に取り組む自治体を積極的に支援

１．地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする (P26)
２．地方への新しいひとの流れをつくる (P53)
３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる (P63)
４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る (P72)

地方創生の更なる深化に
向けた政策の推進
（政策パッケージ）

・【新】地方大学の振興等 (P58)
・【新】地方創生インターンシップの推進 (P62)
・地方就業者の奨学金返還支援制度の全国展開 (P60)
・「生涯活躍のまち」構想の実現 (P57)

アベノミクスを浸透させるため、地方の「平均所得の向上」を目指す

情報支援の矢 人材支援の矢 財政支援の矢
・地方創生人材支援制度
・地方創生カレッジ

・地域経済分析システム
（RESAS）

・地方創生関係交付金
・企業版ふるさと納税

【新】

(P89) (P90) (P91)
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ローカル・アベノミクスの一層の推進

■一次産品・観光資源など地域資源を活用した永続性のある企業づくり
■空き店舗・遊休農地・古民家等の遊休資産を活用する取組

■地域の未来につながる地域未来牽引事業への投資促進

①空き店舗
・全国的な状況を精査しつつ、インセンティブ施策・ディスインセンティブ施策両面から
検討し、来春を目途にとりまとめ

・「ふるさと投資」による空き店舗等の再生のため、不動産特定共同事業制度の見直し
②遊休農地
・既存の対策に加え、農村地域工業等導入促進法の改正等により、農村地域に、サテライ
トオフィス、ICT、バイオマス、日本版CCRCなどの地方創生に資する産業を導入促進

③古民家
・「歴史的資源を活用した観光まちづくりTF」で検討課題を整理し、具体的支援策を含む
全国展開方策等の検討を行い、年内を目処に中間とりまとめ予定

地方創生推進交付金で重点的に支援

アベノミクスを全国津々浦々に浸透させるため、地方の「平均所得の向上」

・地域経済を牽引する地域未来牽引事業を支援するため、法的枠組みをはじめ、新たな税
制・補助制度、金融、規制緩和など、様々な政策手段を組み合わせて、集中的に支援
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地方大学の振興等
【地方にキャンパスを置く大学の事例】

【国立大学における特色ある学部等設置事例】

○地方大学の振興等に関する緊急抜本対策
（平成28年11月28日 全国知事会議）

１ 地方大学の振興
低廉な授業料、入学料の設定や、地方が行う地方大学振興のための
諸事業に対して、特別の財政措置を講ずること。併せて、地方大学・学部
を新増設する場合には、大学設置基準の弾力的運用を認める等の特例
措置を講ずること。
２ 地方の担い手の育成・確保
地方就職者に対する奨学金の返還免除制度の創設や、地方が行う研
修・訓練等に対する支援の充実などにより、地方を担う個性豊かで多様な
人材の育成・確保を図ること。併せて、初等中等教育や地方大学を含む
高等教育については、地域の将来を支える人材育成に欠かせない基盤で
あり、教職員定数や国立大学の運営交付金等の充実をはじめ、機能強
化を図ること。
３ 大学の東京一極集中の是正
東京23区における大学・学部の新増設を抑制するとともに、定員管理の
徹底を図ること。併せて、東京23区から地方への移転の促進を図るととも
に、それに対する特別の財政措置を講ずること。
４ 立法措置による東京一極集中の是正の実現
次期通常国会において、上記１から３までに掲げる対策に必要な立法
措置を講ずること。

○まち・ひと・しごと創生総合戦略
(2016改訂版)(案)

地方を担う多様な人材を育成・確保し、東京一極集
中の是正に資するよう、地方大学の振興、地方におけ
る雇用創出と若者の就業支援、東京における大学の
新増設の抑制や地方移転の促進等についての緊急か
つ抜本的な対策を、教育政策の観点も含め総合的に
検討し、2017年夏を目途に基本的な考え方を取りま
とめる。

おしゃまんべ
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○東京圏在住の地方出身学生等の地方還流や地元在住学生の地方定着を促進するため、地方創生の交付金
等を活用し、地元企業でのインターンシップの実施等を支援する取組を産官学で推進する。

地方創生インターンシップ事業

地方創生インターンシップ

産官学連携により地域で
インターンシップを推進する組織（※）

※自治体、経済団体、大学等で構成

東京圏・地元の大学
○希望学生の確保
（○単位認定）
○自治体との就職支援協定
に基づく情報提供や参加
への配慮

地域働き方改革会議（※）
取組の決定

※自治体、経済団体、労働団体、労働局の代表等で構成

地元企業
○インターンシップの
場の提供

○企業の魅力発信

インターンシップ参加

事業実施
地方就職への
動機付け

自治体等
○地元の魅力発信

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟへの
参加促進

○学生が参加しや
すい環境づくり
○推進組織を活用
したサポート

地方創生インターンシップ推進会議

インターンシップを通じ、人材の地方還
流について国民的、社会的な気運を醸成す
るとともに、関連施策を推進するため、大
学関係者、地方公共団体、産業界、有識者
など、幅広い関係者が参画する有識者会議
（座長 鎌田早稲田大学総長）を設置。
平成28年10月11日に第１回会議を開催。

地方創生インターンシップポータルサイト

インターンシップを通じて、若者に対し、
魅力ある地方の職場を幅広く知る機会を提
供するため、地方公共団体と大学が連携協
力し、地元企業と大学生をマッチングでき
るよう、ポータルサイトを設立。
・10月11日より試行運用を開始
（ 40道府県、252大学等が掲載）

・平成28年度末より運用開始 28



「○○県人口減少対策・就職支援基金」

出捐

④要件を満たす者に対して奨学金
返還の全部又は一部を負担

地元産業界
一般の寄付等

道府県等 道府県等の基金へ
の出捐額に特別交
付税措置

地方大学等への進学、地元企業への就職や、都市部の大学等から地方企業への就職を促進

連 携

独立行政法人
日本学生
支援機構

文科省

【標準的な基金規模※】
年 間 支 援 対 象 者 ：100人
1人あたりの奨学金(貸付)額：400万円
⇒ 基金規模：４億円

【事業イメージ】

③奨学金返還

①対象学生を推薦

※奨学金返還支援制度を設けているのは18県（秋田県、山形県、福島県、栃木県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、三重県、和歌山県、鳥取県、山口県、徳島県、香川県、高知県、長崎県、鹿児島県）

②奨学金貸与 を設定無利子の優先枠（地方創生枠）
１都道府県あたり各年度上限100名

大学生等

・当該特定分野の学位や資
格の取得

・｢地方経済の牽引役となる
産業分野｣や｢戦略的に振興
する産業分野｣に係る地元
企業に就職 など

※地方公共団体と地元産業
界が合意して設定

対象者の要件

総務省

出捐
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◎地方創生の観点から、中高年齢者が希望に応じて地方や「まちなか」に移り住み、地域の住民（多世
代）と交流しながら、健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができる
地域づくりを目指す。

１．中高年齢者の希望に応じた住み替えの支援
・東京圏等大都市から地方への移住にとどまらず、地域内で近隣から「まちなか」に住み替えるケースも想定。
・入居者は、中高年齢期の早めの住み替えや地域での活躍を念頭に置き、50代以上を中心。
・移住希望者に対し、きめ細やかな支援（事前相談、お試し居住など）を展開。

２．｢健康でアクティブな生活｣の実現
・健康時からの入居を基本とし、健康づくりや就労・生涯学習など
社会的活動への参加等により、健康でアクティブな生活を目指す。

３．地域住民（多世代）との協働
・地域社会に溶け込み、入居者間の交流のみならず、地域の若者等
多世代との協働ができる環境を実現。大学等との連携も。

４．｢継続的なケア｣の確保
・医療介護が必要となった時に、人生の最終段階まで尊厳ある生活
が送れる「継続的なケア」の体制を確保。

５．地域包括ケアシステムとの連携
・受入れ自治体において、地域包括ケアシステムとの連携の観点から、入居者と地元住民へのサービスが一体的に提
供される環境を整備（既存福祉拠点の活用、コーディネーター兼任等）することが望まれる。
空き家など地域のソフト・ハード資源を積極的に活用することも。

有識者会議におい
て「最終報告」
とりまとめ（平成
27年12月11日）

主として要介護状態
になってから選択

居住の
契機 健康時から選択

高齢者はサービスの
受け手

高齢者
の生活

仕事・社会活動・生涯学
習などに積極的に参加
（支え手としての役割）

住宅内で完結し、
地域との交流が少ない

地域と
の関係

地域に溶け込んで、
多世代と協働

従来の高齢者施設等 「生涯活躍のまち」構想

◎「生涯活躍のまち」の制度化が盛り込まれた「地域再生法の一部を改正す
る法律」が成立（平成28年４月20日施行）

◎関係府省からなる支援チームの立ち上げ（平成28年３月11日）
◎地方創生推進交付金（28年度予算）等を通じた先駆的な取組の支援

生涯活躍のまち（日本版ＣＣＲＣ※）構想
※Continuing Care Retirement Communityの略

※地方創生推進交付金（平成28年度第１回・第２回）の活用状況（生涯活躍のまち分野） 51事業（２県48市町）

※第39回・第40回認定を踏まえた地域再生計画（生涯活躍のまち形成事業関係）数：12計画
・第39回認定：北海道函館市、青森県弘前市、茨城県阿見町、石川県白山市、山梨県都留市、長野県佐久市、兵庫県三木市、鳥取県南部町、岡山

県奈義町、大分県別府市
・第40回認定：徳島県三好市、福岡県北九州市
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ライフスタイルの見つめ直し

■地方生活の魅力の見直し・歴史の発掘・文化の振興
・地方…豊かな自然、固有の歴史・文化・伝統、特色ある農林水産物などの魅力にあふれる
・ひと…生まれ育った郷土への誇り、愛着を持つ

働き方を含めて、高度経済成長期のようなライフスタイルを見つめ直す時期

地方の魅力の
再発見、発信

自らが生まれ育った「郷土
への誇り・愛着」の醸成

歴史の発掘、
地域文化の振興
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Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度
の人口を維持

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現した
場合の出生率
（国民希望出生率）＝1.8

◆「東京一極集中」の
是正

Ⅱ.成長力の確保

◎2050年代に実質GDP
成長率1.5〜２%程度維
持
（人口安定化、生産性向
上が実現した場合）

中長期展望
（2060年を視野）

基本目標（成果指標、2020年）

①生産性の高い活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
・地域の技の国際化（ローカルイノベーション）、地域の魅力のブランド化（ローカル
ブランディング）、地域のしごとの高度化（ローカルサービスの生産性向上）

・事業承継円滑化のため税理士の知見をM&Aに活用する実証的事業
・地域経済を牽引する地域未来牽引事業を支援するため、法的枠組みをはじめ、
新たな税制・補助制度、金融、規制緩和など、様々な政策手段を組み合わせて、

集中的に支援

②観光業を強化する地域における連携体制の構築
・日本版DMO候補法人登録制度の効果的運用による優良事例の横展開等の実施、

DMOの安定的な財源確保の検討
・スポーツツーリズムの推進、古民家等の歴史的資源の活用
・観光消費拡大等のための受入環境整備

③農林水産業の成長産業化
・「農林水産業・地域の活力創造プラン」を改訂 （生産資材価格引下げ、流通・加工
構造の改革、生乳流通改革、土地改良制度の見直し、収入保険制度の導入、
輸出インフラの整備）

・在外公館、ジャパンハウスも活用した農林水産物・食品の輸出拡大
・農工法の見直し等において、地方創生に資する、農泊やサテライトオフィス、ICT、
バイオマス、日本版CCRCを追加

④地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策
・プロ人材の還流の加速化、都市部大企業との連携強化による多様な人材交流

①政府関係機関の地方移転
・政府機関移転の着実な推進、サテライトオフィスの可能性の検討

②企業の地方拠点強化、企業等における地方採用・就労の拡大
③地方移住の推進
・子供たちを含めた都市と農山漁村交流の推進、農泊、「生涯活躍のまち（日本版

CCRC）」の推進
・「地域おこし協力隊」の拡充

④地方大学の振興等
・知の拠点としての地方大学強化プラン、地元学生定着プラン、地域人材育成プラン
・地方大学の振興、地方における雇用創出、東京の大学新増設の抑制・地方移転の
促進等の検討

⑤地方創生インターンシップの推進

主な施策

①少子化対策における「地域アプローチ」の推進
②若い世代の経済的安定
③出産・子育て支援
④地域の実情に即した「働き方改革」の推進
・「地域働き方改革会議」における働き方改革の推進（「包括的支援」「アウトリーチ

支援」 「地方就労・自立支援」等の取組普及)

①まちづくり・地域連携
・空き店舗対策についてインセンティブ、ディスインセンティブ両面から検討
・クラウドファンディング等による空き店舗等の再生のための不動産特定共同事業
制度の見直し

②「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
・地域運営組織の持続的な活動のため農協や商工会等との連携、地縁型組織の
法人化に適した法人制度のあり方の検討

③東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題・少子化問題への対応

④住民が地域防災の担い手となる環境の確保
⑤ふるさとづくりの推進
⑥健康寿命をのばし生涯現役で過ごせるまちづくりの推進
⑦温室効果ガスの排出を削減する地域づくり

○「小さな拠点」の形成
・「小さな拠点」の形成数 1000か所

：722か所（2016年度）
・住民の活動組織（地域運営組織）形成数
3,000団体 ：1,680団体（2015年度）

○「連携中枢都市圏」の形成
・連携中枢都市圏の形成数 30圏域

：17圏域（2016年10月）

○既存ストックのマネジメント強化
・中古・リフォーム市場規模20兆円

：11兆円（2013年）

① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人 現状：9.8万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合
2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：93.6%（2015年）
全ての世代の割合：94.0%（2015年）

◆女性の就業率 2020年までに77%
：71.6％（2015年）

長期ビジョン

② 地方への新しいひとの流れをつくる
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年)
・地方→東京圏転入 ６万人減
・東京圏→地方転出 ４万人増

現状：年間12万人の転入超過（2015年）

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016 改訂版）（～2019年度）

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を達成し

ていると考える人の割合40%以上 ：19.4%（2013年度）

◆第１子出産前後の女性継続就業率55%：53.1%（2015年）
◆結婚希望実績指標 80% ：68%(2010年)
◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標95%

：93%（2015年）

○農林水産業の成長産業化
・６次産業化市場10兆円 ：5.1兆円（2014年度）
・農林水産物等輸出額 １兆円：7,451億円(2015年)

○観光業を強化する地域における連携体制の
構築
・訪日外国人旅行消費額８兆円 ：3兆4771億円(2015年)

○地域の中核企業、中核企業候補支援
・3年間で2,000プロジェクト支援

ローカルイノベーション分野で、地域中核企業候補の平均売上高
を５年間で３倍（60億円）

・雇用数８万人創出 ：0.1万人（2015年度）

○地方移住の推進
・年間移住あっせん件数 11,000件

：約7,600件（2015年度）

○企業の地方拠点機能強化
・拠点強化件数7,500件増加 ：1,403件※

・雇用者数４万人増加 ：11,560人※

○地方大学活性化
・自道府県大学進学者割合平均36%

：32.2%（2016年度）

○若い世代の経済的安定
・若者の就業率79%に向上 ：76.1%（2015年）

○妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
・支援ニーズ高い妊産婦への支援実施100%

：86.4%(2015年度)

○働き方改革とワーク・ライフ・バランス実現
・男性の育児休業取得率13%  ：2.65%(2015年）

主要施策とKPI

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2016 改訂版）」の全体像（詳細版）

※地域再生計画（H28.11）に記載された目標値

④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るととも
に、地域と地域を連携する

◆立地適正化計画を作成する市町村数 150市町村：４市町村(2016年)

◆立地適正化計画に位置付けられた誘導施設について、市町村全域に存する当
該施設数に対して、都市機能誘導区域内に立地する当該施設数の占める割合が

増加している市町村数 100市町村
◆市町村の全人口に対して、居住誘導区域内に居住している人口の占める割合が

増加している市町村数 100市町村
◆公共交通の利便性の高いエリアに居住している人口割合

（三大都市圏） 90.8% ：90.6%（2015年度）
（地方中枢都市圏） 81.7%                   ：79.1%（2015年度）
（地方都市圏） 41.6%                   ：38.7%（2015年度）
◆地域公共交通再編実施計画認定総数 100件

：13件（2016年9月末時点）

※平成26年12月27日閣議決定 平成28年12月22日改訂

地方の「平均所得の向上」による「しごと」と「ひと」の好循環作り

好循環を支える、まちの活性化
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017改訂版）について

～ ライフステージに応じた地方創生の充実・強化～

平成２９年１２月

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局
内閣府地方創生推進事務局

33



ライフステージに応じた地方創生の充実・強化

◎国の総合戦略策定
◎地方版総合戦略策定

◎地方創生の新展開と
ＫＰＩの総点検

２０１６ 中間年
２年目

２０１８

４年目
◎ライフステージに応じた地方
創生の充実・強化

・キラリと光る地方大学づくり
・企業の本社機能の移転促進
・空き店舗等遊休資産の活用
・民間主体のまちづくり活動の推進
（BID制度等）

・地方生活の魅力の発信・体験 等

◎地方創生版
三本の矢創設

２０１９

５年目

第１期総合戦略
総仕上げ

５か年の総点検を経て
第２期総合戦略へ

＜基本目標①＞
地方に「しごと」をつくる

＜基本目標②＞
地方への新しい「ひと」の

流れをつくる

＜基本目標③＞
結婚・子育ての希望実現

＜基本目標④＞
「まち」をつくる

◎各基本目標等の主なＫＰＩ（２０２０年目標）の進捗状況

スタートアップ

２０１４・２０１５

2017年度（総合戦略の中間年）のKPIの総点検を踏まえて、地方・東京圏の転出入均衡という基本目
標をはじめとする各基本目標の達成を目指して、ライフステージに応じた地方創生の充実・強化に取
り組む。

・地方大学等有識者会議
・KPIの検証・改善

・若者雇用創出数（地方）
：５年間で30万人
➡18.4万人創出（2016年度推計）

・女性（25～44歳）の就業率
：77％

69.5％（2013年）
➡72.7％（2016年）

・地方・東京圏の転出入均衡

東京圏への年間転入超過
10万人 （2013年）

➡ 12万人（2016年）

・第１子出産前後の女性継続就業率
：55％

38.0% （2010年）
➡53.1%（2015年）

・週労働時間60時間以上の雇用者
割合：５％に低減

8.8% （2013年）
➡7.7%（2016年）

・立地適正化計画作成市町村数
：300都市（150都市から変更）

4都市 （2016年9月末）
➡112都市（2017年7月末）

・「小さな拠点」等の地域運営組
織形成数
：５千団体（３千団体から変更）

1,656団体（2014年）
➡3,071団体（2016年）

情報支援、人材支
援、財政支援

２０１７
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「地方消滅の危機」の共有

◆通勤時間の長さ、住宅価格の高さ、保育サービス、高齢者
介護サービスにおける待機者など、生活環境面での多くの
問題が発生。

2042年

高齢者1人を１.４８人の
現役世代(生産年齢人口)で支える

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」より作成

◆出生率が相対的に低い東京圏への人口集中が続いた場合、
より事態が深刻化し、より少ない現役世代（生産年齢人
口）で高齢者を支えることになりかねない。

＜東京一極集中の現状と課題＞
◆東京圏は約12万人の転入超過（2016年）
◆東京一極集中の傾向が継続（21年連続転入超過）

◆このような極めて重要な課題であるにも関わらず、最近では、関係者の中で地方創生への熱意が薄
れている、地方公共団体によっては危機意識にばらつきが感じられるとの指摘も出ている。

◆国民の間で事態の深刻さを共有し、生産性革命や人づくり革命の土台となる地方創生を大胆に進め
る。

高齢者1人を２.２８人の
現役世代(生産年齢人口)で支える

＜地方の若者の減少＞

900

1100

1300

1500

1700

1900

2000 2005 2010 2015

万
人

年

若者（15～29歳）の人口の推移

東京圏以外

1831万人 29%減少

1299万人

0

◆2000年から2015年の15年間で、
地方（東京圏以外）の若者人口
（15～29歳）は、約３割（532万
人）の大幅な減少。

2015年

出典：総務省「国勢調査」より作成

◆未来を担う子供たち、若者たち、高齢者が大幅に減る地域にあっては、消滅の危機に陥りかねない。
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結婚・妊娠・
出産・子育て ～10代 20代 30代・40代 50代・60代～

UIJターン者向けの奨学
金返還支援の全国展開

生涯活躍のまちの推進

プロフェッショナル人材の活用

子供の
農山漁村

体験

国民向けの地方生活の魅力発信・体験

BID制度、連携中枢都市圏、コンパクトシティ、小さな拠点

（注）各施策が主に対象とする年代の位置に整理

「

地

域

ア

プ

ロ
ー

チ

」
に

よ

る

働

き

方

改

革

（凡例） ：基本目標① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする ：基本目標② 地方への新しいひとの流れをつくる

：基本目標③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる ：基本目標④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守ると

ともに、地域と地域を連携する

キラリと光る
地方大学づくり

東京２３区の
大学の定員抑制

地方創生インターンシップ

若者を中心としたUIJターン対策の抜本的強化

若者を中心とした地方における「しごと」づくり
（創業・事業承継支援、空き店舗等の活用、地域経済牽引事業の促進、政府関係機関・企業の本社機能の移転促進）

地 方 で 学 ぶ 働 く 住 む

次期通常国会
法案提出予定

税制改正

次期通常国会
法案提出予定

新規検討課題

新規検討課題

新規検討課題

次期通常国会法案提出予定
税制改正
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(1)キラリと光る地方大学づくり（地方大学の振興） (2) 東京の大学の定員抑制、地方移転

(3) 地方における若者の雇用の創出

○ 国の基本方針を踏まえ、首
長のリーダーシップの下で、
産官学のコンソーシアムを構
築し、地域の中核的な産業振
興や専門人材育成などの計画
を策定。

○ 有識者の評価を経て、地方
創生の優れた事業として国が
認定したものに対しては、新
たな交付金により重点的に支
援。

○ 東京圏の大学による地方のサテライトキャンパスの設
置（廃校舎等の活用を含む）を推進。

○ 若者等の起業への支援や地域の特性に応じた「働き方改革」など、魅力のある良質な雇用機会を創出・確保。
○ 東京に本社を持つ大企業等の本社機能移転、地方採用の拡大に向けた取組を推進。
○ 地方の企業を知る機会の提供、早い段階からの職業意識形成に取り組む。
○ 奨学金返還支援制度の全国展開や地方創生インターンシップの推進など、学生等の地方還流を促進。

地方圏での若者の減少や東京一極集中が進む中、キラリと光る地方大学づくり（地方大学の振興）など
により、地方における若者の修学・就業を促進する（次期通常国会に法案を提出予定）。

※東京の国際都市化に対応する場合や若者の東京圏への転入増加につ
ながらない場合等のように、真にやむをえない場合は例外とする。

（例外の具体例）
・留学生や社会人の受入れ
・スクラップアンドビルドを前提とした新たな学部の設置
・収容定員増等について、投資・機関決定等を行っている場合

○ 今後18歳人口が大幅に
減少する中、近年学生数
の増加が著しい東京23区
においては、原則として
大学の定員増を認めない。
（※）

○ 東京圏や地方の大学の学生が相互に対流・交流す
る取組を促進。

キラリと光る地方大学づくり～地方における若者の修学・就業の促進～

地方公共団体

大学等 産業界等

コンソーシアム

キラリと光る地方大学づくり
日本全国や世界中
から学生が集まる
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若者を中心とした地方における「しごと」づくり
―創業支援・事業承継支援―

◆地方こそチャンスがあると若者たちが感じられるよう、あらゆる政策手段を総動員し、地方
におけるしごとづくり（創業・事業承継等）を推進

◆若者ならではの、斬新なアイデアで地方の魅力を活かした創業を支援

◆団塊世代の経営者の引退時期を控え、今後10年間は、事業承継問題に集中的に取り組む

◆地方公共団体による創業支援・事業承継
の先導的な取組を、地方創生推進交付金
等により積極的に支援

後継者に悩む
事業者 外部経営人材

プロ
フェッショナル
人材戦略拠点

事業引継ぎ
支援センター

連携してマッチング

【事業引継ぎ支援センターと「プロ人材拠点」の連携】
【地方創生推進交付金を活用したベンチャー支援】

岡山県西粟倉村 ローカルベンチャースクールの様子

◆地域の事業承継ニーズに応え、事業引継ぎ支
援センターと「プロフェッショナル人材戦略
拠点」が連携して、外部の経営人材をマッチ
ング

＜西粟倉村の取組の成果＞
○ 移住起業者：29名、新規事業による雇用創出：89名（平成21年～平成28年）
○ ローカルベンチャー売上額：１億円（平成21年）→9.4億円（平成28年） 38



地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充（平成30年度税制改正要望） 延長・拡充

＜拡充内容（例）＞

・対象地域について、従来の都市的地域に加え、立地環境が整った中山間地域も対象に
・中部圏及び近畿圏の中心部（既成市街地域）を支援対象地域に ※次期通常国会に地域再生法の改正法案を提出予定

２．移転型事業・拡充型事業における対象要件の引下げ

認定事業例
◆ YKK AP株式会社【富山県黒部市】

• 新幹線開業を契機に東京の本社

機能を一部移転

• 技術の総本山「YKK AP R&Dセン

ター」 を開設

＜税制措置の概要＞
・地域再生法に基づき、本社機能の移転（移転型）又は地方における拡充（拡充型）を行う事業者を税制上支援
（移転型：東京23区からの本社機能移転 拡充型：地方において本社機能を拡充）

・平成29年11月 時点で44道府県 51計画を認定（雇用創出数：11,560人）

・従業員要件（10人以上→５人以上）等の引下げにより、小規模オフィス等の移転・拡充も支援対象に

１．東京一極集中是正に直接的に効果のある移転型事業の拡充

◆日本電産テクノモータ株式会社【福井県小浜市】

• 家電用モーターの研究開発

を行うために必要な研究所

を福井県小浜市に整備
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地方における空き店舗等の遊休資産の活用

◆商店街における空き店舗率の全国平均は約１割。このうち、居住実態のない空き家兼空き
店舗が約３割。

◆地域経済の再生の中心であり、地域の顔となっている商店街において、空き店舗の解消が
大きな課題。

◆空き店舗活用等を通じて、商店街の活性化に積極的に取り組む地方公共団体・商店街を支
援するための法整備を前提に
・地域が一体となって進める商店街活性化の取組に対し、地方創生推進交付金を通じた重
点支援など、関係省庁による総合的かつ重点的な支援を実施

・計画達成に向けた利活用に協力が得られない居住実態のない空き家兼空き店舗等にかか
る固定資産税の住宅用地特例を解除できる仕組みの構築を目指す。

【関係省庁による支援】

・内 閣 府：地方創生推進交付金を通じた重点支援

・中小企業庁：空店舗を活用した施設整備補助等

・国土交通省：地方再生コンパクトシティ（仮称）

・厚生労働省：商店街における子育てしやすい環境の整備

【平成30年度税制改正要望】
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取組事例【大阪市における先行的な取組（大阪版ＢＩＤ）】

◆一定のエリアで市町村が受益者から負担金を徴収し、それを元に、エリアマネジメント団体
が賑わいの創出や公共空間の活用等の活動を行い、エリアの価値の向上を実現する制度

（BID制度［Business Improvement District ］）を創設。
【次期通常国会に地域再生法の改正法案を提出予定】

＜我が国におけるエリアマネジメントの状況＞
◆近年、民間が主体となって、賑わいの創出、公共空間の活用等を通じてエリアの価値を向上
させるためのエリアマネジメント活動の取組が拡大。

◆一方、安定的な財源確保やエリア内の関係者の合意形成が課題。

・大阪市では、 2014年から「うめきた地区」に
おいてエリアマネジメントを推進。

・このうち、歩道空間の管理に係る活動につい
ては、地方自治法の分担金制度を活用して地
権者から分担金を徴収し、エリアマネジメン
ト団体（グランフロント大阪TMO）に交付。

・グランフロント大阪の来訪者数は目標の1.4倍
に達し、地域の賑わい創出が実現。

巡回警備等の歩道空間の管理
（※地方自治法の分担金制度を活用）

グランフロント大阪うめきた地区

オープンカフェの設置
若手ベンチャー創業者等

多様な人々の交流機会の創出
（※関係企業による取組）

＜ＢＩＤ制度の創設（イメージ）＞
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◆都市部の児童生徒（小中高）が、農山漁村体験を通じて、小中高の各段階において、地方の自然、
歴史、文化等の魅力について学び理解を深めることにより、将来の地方へのUIJターンの基礎を形成。

＜子供の農山漁村体験の意義＞

取組事例
○ 北海道長沼町 （受け手側）
・平成15年の国の農家民宿の規制緩和を契機とし
て、平成16年に町、JA、農家を中心に会員数
153戸で「長沼町グリーン・ツーリズム推進協議
会」を設立し、104戸が農家民宿として開業。

・平成28年度は、農家民宿133軒で、全国から小
中高校20校、約3,200名の受入れを実施。

◆新たな取組として、関係省庁において連携して検討し、2018年夏を目途に施策の基本方向につ
いて成案を得る。

○ 東京都武蔵野市 （出し手側）
・平成元年度に武蔵野市セカンドスクール構想委員
会を発足し、平成４年度よりセカンドスクールに
よる都市・農山漁村交流を一部小学校で開始。

・現在では、市内の全小中学校で、小学校６泊７日、
中学校４泊５日で実施。
体験地域例：群馬県片品村、新潟県魚沼市、南魚沼市、

長野県飯山市、白馬村
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◆国民全体（特に若い世代）の耳目を集める、これまでにない
地方生活の魅力の発信・体験に取り組む。
①一般メディアを通じた国民の耳目を集める周知・広報の強化
②発信力のある著名人も参加する検討会議の設置
③子供の農山漁村体験の充実

（１）地方生活の魅力の発信・体験

（２）若者を中心としたUIJターン対策の抜本的強化
◆若者を中心としたUIJターン対策の抜本的な強化について検討し、2018年夏を目途に施策
の基本方向について成案を得る。

【地方】 【東京圏】

事業者
（中小企業等）

東京圏等在住
学生・就業者

地方公共団体
・UIJターン者雇用時の企業の
負担経費の一部を補助

・地元企業の情報集約

国において、こうした取組の全国展開に向けた支援を検討

雑誌、テレビ番組 等一般メディアの活用

sample

【愛媛県：移住・雇用促進プラットフォーム】

○人手不足解消に向け、産・官・金共同で
移住・雇用のマッチングサイトを構築。

【京都府：UIJターン就業補助金】

○府内の企業が府外在住者を雇用した場合、
受入企業の負担した経費の一部を補助。

【富山県：就職情報発信】

○県内外進学者の父母などを対象として、
県内企業の魅力を伝えるセミナーを開催。 43



Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度
の人口を維持

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現
した場合の出生率

（国民希望出生率）＝
1.8

◆「東京一極集中」の
是正

Ⅱ.成長力の確保
◎2050年代に実質GDP

成長率1.5〜２%程度維持
（人口安定化、生産性
向上が実現した場合）

中長期展望
（2060年を視野）

基本目標（成果指標、2020年）

①生産性の高い、活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
・地域の技の国際化、地域の魅力のブランド化、地域のしごとの高度化
・創業支援・起業家教育、事業承継の円滑化、事業再生、経営改善支援等
・地域経済牽引事業の促進、近未来技術の実装、生活産業の実装等

②観光業を強化する地域における連携体制の構築
・DMOを核とする観光地域づくり・ブランディングの推進、受入環境整備
・多様な地域資源（文化、スポーツ、産業遺産等）を活用したコンテンツづくり

③農林水産業の成長産業化
・輸出プロモーション・ブランディング戦略の立案・実行、農村地域への産業の導入の促
進等に関する法律による雇用と所得の創出

④地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策
・「プロフェッショナル人材戦略拠点」の活用促進等

①政府関係機関の地方移転
・文化庁等の中央省庁等の地方移転の推進、サテライトオフィスの充実

②企業の地方拠点強化等
・本社機能の移転や地方での拡充を行う事業者に対する支援措置の一層の推進等

③地方創生に資する大学改革等
・日本全国や世界中から学生が集まるような「キラリと光る地方大学づくり」、東京23区
における大学の定員抑制、地方と東京圏の大学生の対流促進等

④地域における魅力あるしごとづくりの推進等
・起業・創業の促進、東京に本社を持つ大企業等による地方での雇用機会の創出、地方
創生インターンシップの推進、奨学金返還支援制度の全国展開等

⑤子供の農山漁村体験の充実
・教員の負担軽減、受入れ農家の確保等の課題、送り手側と受入れ側のマッチングの仕
組み等について調査・分析を進め、支援策の充実強化を検討

⑥地方移住の推進
・移住・定住施策の好事例の横展開、農泊、「生涯活躍のまち」の推進
・これまでにない地方生活の魅力の発信、UIJターン対策の抜本的な強化

主な施策

①少子化対策における「地域アプローチ」の推進
・「地域働き方改革会議」における取組の支援、先駆的・優良な取組の横展開

②若い世代の経済的安定
・新卒者等への就職支援、フリーター等の正社員化支援

③出産・子育て支援
・幼児教育の無償化、待機児童の解消

①まちづくり・地域連携
・連携中枢都市圏の形成、定住自立圏の形成の促進
・BID制度を含むエリアマネジメントの推進
・都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成に当たっての政策間連携の推進
・地方都市における「稼げるまちづくり」の推進（空き店舗活用等による商店街の活性化）

②「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
・地域住民による集落生活圏の将来像の合意形成及び取組の推進

③大都市近郊の公的賃貸住宅団地の再生・福祉拠点化
・公的賃貸住宅団地のストック活用や建替え時の福祉施設等の併設による団地やその周
辺地域における高齢者の地域包括ケアの拠点の形成等の推進

④地方公共団体の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取組の推進
・地方公共団体に対する普及促進活動の展開、SDGs達成のためのモデル事例の形成

○「小さな拠点」の形成
・「小さな拠点」 1,000か所：908か所（2017年度）
・地域運営組織 5,000団体 ：3,071団体（2016年度）

○「連携中枢都市圏」の形成
・連携中枢都市圏 30圏域 ：23圏域（2017年10月）

○大都市圏の医療・介護問題・少子化問題への対応
・建替え等が行われる公的賃貸住宅団地(100戸以上)における、高齢

者世帯等の支援に資する施設の併設率：2016年度～2025年度の期
間内に建替え等が行われる団体のおおむね９割：84.4％(2016年度)

① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人 現状：18.4万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合
2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：94.3％（2016年）
全ての世代の割合：94.5％（2016年）

◆女性の就業率 2020年までに77%：72.7％（2016年）

長期ビジョン

② 地方への新しいひとの流れをつくる
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年)

東京圏への転入超過数：１２万人（2016年）

・東京圏→地方転出 ４万人増
：1万人減（2016年）

・地方→東京圏転入 ６万人減
：1万人増（2016年）

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017 改訂版）（～2019年度）

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を達
成していると考える人の割合40％以上

：42.6％（2017年２月暫定値）
◆第１子出産前後の女性継続就業率55％：53.1％（2015年）
◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標95％：93％（2015年）

○農林水産業の成長産業化
・６次産業化市場10兆円 ：5.5兆円（2015年度）
・農林水産物等輸出額 １兆円：7,502億円(2016年)

○観光業を強化する地域における連携体制の構築
・訪日外国人旅行消費額8兆円：3兆7,476億円（2016年）
・世界水準のDMOの形成数100

○地域の中核企業、中核企業候補支援
・3年間で2,000社支援（地域未来投資促進法の活用等）
・地域中核企業候補等の先導的プロジェクトを5年間で1,000支援

し、平均売上高を５年間で３倍（60億円）

○企業の地方拠点機能強化
・雇用者数４万人増加 ：11,560人※

○地方における若者の修学・就業の促進
・自道府県大学進学者割合平均36％：32.7％（2017年度）

○地方移住の推進
・年間移住あっせん件数 11,000件

：約6,800件（2016年度）

○少子化対策における「地域アプローチ」の推進
・週労働時間60時間以上の雇用者割合を５%に低減

：7.7％(2016年）

○若い世代の経済的安定
・若者の就業率79%に向上 ：77.7%（2016年）

○妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
・支援ニーズの高い妊産婦への支援実施100%

：86.4%(2015年度）

主要施策とKPI

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2017 改訂版）」の全体像（詳細版）

④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとと
もに、地域と地域を連携する

◆立地適正化計画を作成する市町村数 300市町村：112都市(2017年７月)

◆都市機能誘導区域内に立地する誘導施設数の占める割合が増加している市

町村数 100市町村
◆居住誘導区域内に居住している人口の占める割合が増加している市町村数

100市町村

※平成26年12月27日閣議決定 平成29年12月22日改訂

生産性革命や人づくり革命の土台となる地方創生の大胆な推進－ライフステージに応じた政策メニューの充実・強化－

※地域再生計画（H29.11）に記載された目標値

【地方創生版・三本の矢】 情報支援（RESAS）、人材支援（地方創生カレッジ、地方創生コンシェルジュ、地方創生人材支援制度）、財政支援（地方創生推進交付金、企業版ふるさと納税、まち・ひと・しごと創生事業費） 44



まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）について

～第１期の総仕上げと次のステージに向けて～

平成３０年１２月

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局
内閣府地方創生推進事務局
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）
～第１期の総仕上げと次のステージに向けて～

○ 第１期総合戦略の最終年としての総仕上げ
・東京一極集中の是正に向け、地方への新しいひとの流れや魅力あるまちづくりに焦点

・第１期総合戦略の進捗状況等、これまでの地方創生の取組の成果や課題の検証

○ 2020年度から始まる次のステージに向けた検討の開始

２０１８

４年目

◎ライフステージに応じた地方創
生の充実・強化

◎国の総合戦略策定

スタートアップ

２０１４・２０１５
◎地方創生の新展開
とＫＰＩの総点検

中間年
２０１７

２０１９

５年目

◎第１期の総仕上げと次のステージ
に向けて

２０１６
２年目

◎地方創生版
三本の矢創設

・情報、人材、財政支援◎地方版総合戦略策定

・地域における若者の修学・就業の促進
－キラリと光る地方大学づくり－

・ＵＩＪターン等を促進するための
政策パッケージの策定

・ＵＩＪターン等を促進するための政策
パッケージの着実な実行

・地方の魅力を高めるまちづくりの推進
・次のステージにおける総合戦略の検討
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）ー主なポイントー

基本的認識

◎若者等が地方へ移住する動きを加速させるため、「ひと」と「しごと」に焦点を当てた、「わくわく地方生活実現政策
パッケージ」を策定。

◎「まち」に焦点を当てた、地方の魅力を高めるまちづくりの推進に向けて検討。

１．「わくわく地方生活実現政策パッケージ」の着実な実行

①UIJターンによる起業・就業者創出
②女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし
③地方における外国人材の受入れ 等

➢ 第１期の「まち・ひと・しごと総合戦略」の進捗状況等、これまでの取組の成果や課題の検証

➢ 現在と将来の社会的変化を見据えた更なる取組の検討

➢ さらなる地方創生の機運醸成に向けた広報及び啓発を推進

２．地方の魅力を高めるまちづくりの推進

①中枢中核都市の機能強化
②人口減少社会に対応した「まち」への再生

第１期「総合戦略」の総仕上げに向けて

次のステージに向けて
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わくわく地方生活実現政策パッケージ
＜現状＞
○若者を中心に、地方から東京圏へ毎年10万人を
超える転出超過

○地方の若者は３割減少（15年間で△532万人）
○15歳以上の就業者は、地方では大幅に減少
（15年間で△228万人、東京圏は＋160万人）

包括的かつ大胆な「わくわく地方生活実現政策パッケージ」を策定・実行する
１．ＵＩＪターンによる起業・就業者創出（６年間で６万人）
・全国規模のマッチングを支援するとともに、東京圏から地方への移住者の経済負担を軽減
２．女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし（６年間で24万人）
・全国規模のマッチングを支援するとともに、新規に就業する女性・高齢者等に対して必要な支援
３．地方における外国人材の活用
・在外の親日外国人材を、地方公共団体のニーズ（地方創生業務）とマッチングさせる仕組みの構築
・外国人留学修了者が円滑に就労しやすくするための、在留資格の変更手続きの簡素化等
４．地域おこし協力隊の拡充（６年後に８千人）
５．子供の農山漁村体験の充実
６．企業版ふるさと納税の活用促進
７．国民の関心を惹きつける効果的・戦略的な情報発信

＜ねらい＞
○東京一極集中の是正
○地方の担い手不足への対処
○「地方で起業したい」、「自然豊かな地方で子
育てをしたい」など、移住者等の多様な希望を
かなえる

平成 3 0年６月 1 5日
閣議決定時参考資料
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※１ 東京圏の条件不利地域※４を含む。
※２ 東京圏在住の23区への通勤者のうち、条件不利地域※４在住者を除く。
※３ 都道府県による移住希望者等と中小企業等のマッチングを支援する仕組みの構築を別途支援。
※４ 過疎地域自立促進特別措置法、山村振興法、離島振興法、半島振興法及び小笠原諸島振興開発特別措置法において規定される条件不利地域を有する市町村

（政令指定都市を除く）。

・移住者を採用した中小企業等に対し、その採用活動に要した経費の一部を助成（厚生労働省）
・移住者が住宅の建設・購入を行う場合に、（独）住宅金融支援機構が提供する住宅ローンの金利の引下げ（国土交通省）

＜起業支援と連携＞ ・設備資金及び運転資金について、（株）日本政策金融公庫の融資による支援(中小企業庁)

他 省 庁
と の 連 携

○ 地方へのUIJターンによる起業・就業者の創出等を地方創生推進交付金により支援。

東京圏からのUIJターンの促進
地方の担い手不足対策

東京２３区在住者・
２３区への通勤者

＜移住支援と連携＞

１．「わくわく地方生活実現政策パッケージ」の着実な実行
①UIJターンによる起業・就業者創出（移住支援・起業支援）

49

地方※１へ移住

（東京23区在住者又は23区

への通勤者※２ が移住）

就業した場合

最大100万円

地方※１での就業
（地方公共団体がマッチ

ング支援の対象※３とし

た中小企業等に就業)

地方※１での起業
（地域課題解決に資する

社会的事業を起業）

起業した場合

最大300万円

（最大100万円＋200万円）

（地方にいたままで）

起業した場合

最大200万円



○ 現在職に就いていない女性・高齢者等の新規就業の促進及び人手不足に直面する地域の中小企業等の人
材の確保に資することを目的として、都道府県が実施する女性・高齢者等の新規就業支援のための取組を、地
方創生推進交付金により支援するもの。

○ 各都道府県は、官民連携のプラットフォームを形成し、地域の実情に応じて、「掘り起こし」、「職場環境改善支
援」、「マッチング」等の一連の取組をハローワークや公的職業訓練など既存の制度も最大限活用しながら、民
間企業のノウハウを取り入れ、一体的かつ包括的に実施するスキームを構築。

１．「わくわく地方生活実現政策パッケージ」の着実な実行
①UIJターンによる起業・就業者創出（マッチング支援）

国

都道府県
民間求人サイト

官民連携による移住者視点での情報提供

②女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし（新規就業支援）

○ 東京圏から地方へのUIJターンによる就業促進に向け、次の取組により移住者視点での情報提供を充実

 都道府県が行うマッチング支援事業として、地方の中小企業等の求人広告を提供するマッチングサイトの
開設などの取組を支援。求人情報に加え、住まいの情報を含む生活情報を参照可能に。

 都道府県による求人情報を民間事業者とも連携して、東京圏の求職者や移住希望者が、一元的に検索で
きる枠組みを構築。

マッチング支援のイメージ

民間事業者に地方の中小企業等の
求人広告や住まいの情報を提供

求人情報サイトの開設等を
地方創生推進交付金で支援

都道府県の求人情報等の
掲載等について協力要請

都道府県の求人情
報を一元的に検索
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１．「わくわく地方生活実現政策パッケージ」の着実な実行
③地方における外国人材の受入れ

Ⅰ.外国人材による地方創生支援制度

○ 地方公共団体等で外国人材の受入れニーズが高まると見込まれるため、
在外の親日外国人材の掘り起こし、地方公共団体等との円滑なマッチングの支援等を着実に実行する。

（外務省、法務省と連携）

Ⅱ.新たな在留資格の創設に伴う地方創生の取組への支援
○ 新たな在留資格の創設を踏まえ、地域における外国人材の活躍と共生社会の実現を図る地方公共団体
の自主的・主体的で先導的な取組について、地方創生推進交付金により積極的に支援する。

地方公共団体等
○在外の親日外国人材の雇用
○先導的な地方創生の取組を実施
インバウンド事業
海外販路拡大事業 等 内閣府

外務省

マッチング支援

地方創生
推進交付金 日本国大使館・総領事館

＜各国（アジア・中南米等）＞

国際交流基金
JICA

（日本大使館・総領事館と連携）

在外における広報

日本語学習者
（現地大学・日本語学校）
日系人コミュニティ
（県人会・日本人連合会等）
帰国研修員同窓会等

外務省

直接応募

選考・雇用

〔施策イメージ〕
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１．「わくわく地方生活実現政策パッケージ」の着実な実行
（地域おこし協力隊の拡充、子供の農山漁村体験の充実、企業版ふるさと納税の活用促進）

子供の農山漁村体験の充実 （総務省、文科省、農水省、環境省と連携）
○目標を新たに設定
・2024年度に小学生65万人、中学生75万人、高校生30万人（現在の取組を倍増）が農山漁村体験を行うことを目標に設定。

○取組への支援の拡充
・長期（４泊５日等）の取組及び関連して一体として取り組む地方創生に資する活動（※）を地方創生推進交付金で支援。
※将来の移住及び定住の促進、地域社会を担う人材の育成や確保等を目的とした活動

・これまで小学校の取組のみが対象となっていた地方財政措置について、中学校の取組等についても支援を拡大。

地域おこし協力隊の拡充
○隊員数の拡充（2024年度に８千人）
・シニア層や在住外国人、青年海外協力隊経験者、「ふるさとワーキングホリデー」参加者等、応募者の裾野を
拡大。地域と多様に関わる「関係人口」を創出し、将来的な隊員のなり手の確保を図る。

○起業・事業承継に向けた支援
・設備資金及び運転資金について、日本政策金融公庫の融資による支援を実施。
・事業引継ぎ支援センターと連携し、事業者と隊員をマッチングするモデル事業を実施するなど事業承継を支援。

○「おためし地域おこし協力隊」の創設
・地域おこし協力隊として活動する前に、一定の期間、地域協力活動を体験し、受入地域とのマッチングを図る。

（総務省と連携）

○徹底した運用改善の実施
・対象事業に地方創生関係交付金による事業も含まれることの明確化等の運用改善を実施。

○広報の更なる強化
・関係省庁と連携した地方公共団体・企業向け広報活動や、経済三団体をはじめとする経済界への周知。
・他の模範となる企業や地方公共団体の大臣表彰や企業版ふるさと納税推進リーダーを中心とした取組の実施。

企業版ふるさと納税の活用促進 （総務省、財務省、経産省と連携）
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２．地方の魅力を高めるまちづくりの推進
①中枢中核都市の機能強化
○東京圏への転出超過数の多い地方公共団体は、政令指定都
市や中核市などの中枢中核都市が多数。

○中枢中核都市は、活力ある地域社会を維持するための中
心・拠点として、近隣市町村を含めた圏域全体の経済、生
活を支え、圏域から東京圏への人口流出を抑止する機能を
発揮することを期待。

① 中枢中核都市の課題に対応したハンズオン支援
中枢中核都市が共通に抱えている課題（政策テーマ）を対象とし、

手上げ方式により、ハンズオン支援を実施。その成果の普及・横展
開を図る。

② 地方創生推進交付金等による支援
③ まちづくりの課題への対応

②人口減少社会に対応した「まち」への再生
○人口減少社会に対応するため、コンパクト・プラ
ス・ネットワークのまちづくりが重要。

○中心市街地活性化などに加え、住宅団地を含めたまちづくり
の取組を強化。
＜住宅団地が抱える課題＞
・住宅団地は、高度経済成長期を中心に開発され、大都市圏の
みならず、全都道府県に立地。

・同時期に入居した結果、高齢者世帯が一気に増加。今後、空
家が大量に発生する可能性も。

・住宅の単一用途が主体で、多様な機能導入を阻害。

高齢化した居住者が住み続けられ、若者や子育て世帯
にとって魅力ある「まち」へ再生

【住宅団地の市区町村別面積】

出典：H30国土交通省住宅局調査（ 5ha以上の住宅団地を対象）

中枢中核都市として、「東京圏以外の政令指定都市、
中核市、施行時特例市、県庁所在市又は連携中枢都市」
を位置付け
※昼夜間人口比率が概ね1.0未満の都市を除く

住宅団地を含む一定の地域において、エリア限定的に、
ワンストップで、用途規制に係る手続きの柔軟化等を
実現する制度の構築を検討 53



Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度
の人口を維持

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現
した場合の出生率

（国民希望出生率）＝
1.8

◆「東京一極集中」の
是正

Ⅱ.成長力の確保
◎2050年代に実質GDP

成長率1.5〜２%程度維持
（人口安定化、生産性
向上が実現した場合）

中長期展望
（2060年を視野）

基本目標（成果指標、2020年）

①生産性の高い、活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
・地域の技の国際化、地域の魅力のブランド化、地域のしごとの高度化
・創業支援・起業家教育、事業承継の円滑化、事業再生・経営改善支援、人材確保等
・ICT等の利活用による地域の活性化、地域経済牽引事業の促進、近未来技術の実装等

②観光業を強化する地域における連携体制の構築
・DMOを核とする観光地域づくり・ブランディングの推進、受入環境整備
・多様な地域資源（文化、スポーツ、産業遺産等）を活用したコンテンツづくり

③農林水産業の成長産業化
・需要フロンティアの拡大、バリューチェーンの構築、農業生産現場の強化、林業の成長
産業化、漁業の持続的発展等

④地方への人材還流、地方での人材育成、地方の雇用対策
・女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし、「プロフェッショナル人材戦略拠
点」の活用促進、地方における外国人材の受入れ等

①政府関係機関の地方移転
・文化庁等の中央省庁等の地方移転の推進、サテライトオフィスの継続実施等

②企業の地方拠点強化等
・本社機能の移転や地方での拡充を行う事業者に対する支援措置の一層の推進等

③地方創生に資する大学改革
・日本全国や世界中から学生が集まるような「キラリと光る地方大学づくり」、東京23区に
おける大学の定員抑制、地方と東京圏の大学生の対流促進等

④地域における魅力あるしごとづくりの推進等
・起業・創業の促進、東京に本社を持つ大企業等による地方での雇用機会の創出、地方
創生インターンシップの推進、奨学金返還支援制度の全国展開等

⑤子供の農山漁村体験の充実
・取組の一層の推進に向けた財政支援の拡充、受入側の情報等を盛り込んだコーディ
ネートシステムの構築、農山漁村体験の教育効果についての広報等

⑥地方移住の推進
・「生涯活躍のまち」の推進、「地域おこし協力隊」の拡充、地方生活の魅力の発信、UIJ
ターンによる起業・就業者創出等

主な施策

①少子化対策における「地域アプローチ」の推進
・「地域働き方改革会議」における取組の支援、先駆的・優良な取組の横展開等

②若い世代の経済的安定
・新卒者等への就職支援、フリーター等の正社員化支援

③出産・子育て支援
・幼児教育の無償化、待機児童の解消

①まちづくり・地域連携
・連携中枢都市圏の形成、定住自立圏の形成の促進
・エリアマネジメント等によるまちづくりの推進
・都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成に当たっての政策間連携の推進
・中枢中核都市の機能強化

②「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
・地域住民による集落生活圏の将来像の合意形成及び取組の推進

③大都市近郊の公的賃貸住宅団地の再生・福祉拠点化
・公的賃貸住宅団地のストック活用や建替え時の福祉施設等の併設による団地やその周辺
地域における高齢者の地域包括ケアの拠点の形成等の推進

④地方公共団体の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取組の推進
・地方公共団体によるSDGs達成に向けた「ＳＤＧｓ未来都市」・「自治体ＳＤＧｓモデル事業」
の推進、「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」を通じた官民連携の促進等

○「小さな拠点」の形成
・「小さな拠点」 1,000か所：1,069か所（2018年5月）
・地域運営組織 5,000団体 ：4,177団体（2017年10月）

○「連携中枢都市圏」の形成
・連携中枢都市圏 30圏域 ：28圏域（2018年10月）

○大都市圏の医療・介護問題・少子化問題への対応
・建替え等が行われる公的賃貸住宅団地(100戸以上)における、高齢

者世帯等の支援に資する施設の併設率：2016年度～2025年度の期
間内に建替え等が行われる団地のおおむね９割：90％(2017年度)

① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人 現状：27.1万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合
2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：95.0％（2017年）
全ての世代の割合：95.0％（2017年）

◆女性の就業率 2020年までに77%：74.3％（2017年）

長期ビジョン

② 地方への新しいひとの流れをつくる
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年)

東京圏への転入超過数：１２万人（2017年）

・東京圏→地方転出 ４万人増
：９千人減（2017年）

・地方→東京圏転入 ６万人減
：1万４千人増（2017年）

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018 改訂版）（～2019年度）

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を達
成していると考える人の割合40％以上

：40.5％（2018年３月）
◆第１子出産前後の女性継続就業率55％：53.1％（2015年）
◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標95％：93％（2015年）

○農林水産業の成長産業化
・農林水産物等輸出額 １兆円：8,071億円(2017年)

○観光業を強化する地域における連携体制の構築
・訪日外国人旅行消費額8兆円：4兆4,162億円（2017年）
・世界水準のDMOの形成数100

○地域の中核企業、中核企業候補支援
・3年間で2,000社支援（地域未来投資促進法の活用等）
・地域中核企業候補等の先導的プロジェクトを5年間で1,000支援

し、平均売上高を５年間で３倍（60億円）

○企業の地方拠点強化
・雇用者数４万人増加：15,659人

○地方における若者の修学・就業の促進
・自道府県大学進学者割合平均36％：32.7％（2017年度）

○地方移住の推進
・年間移住あっせん件数 11,000件：約9,800件（2017年度）
・UIJターンによる起業・就業者を2019年度から2024年度までに6万人創出

○少子化対策における「地域アプローチ」の推進
・週労働時間60時間以上の雇用者割合を５％に低減

：7.7％(2017年）

○若い世代の経済的安定
・若者の就業率79％に向上 ：78.6％（2017年）

○妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
・支援ニーズの高い妊産婦への支援実施100％

：99.9%（2016年度）

主要施策とKPI

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2018 改訂版）」の全体像（詳細版）（案）

④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るととも
に、地域と地域を連携する

◆立地適正化計画を作成する市町村数 300市町村：161都市(2018年5月)

◆都市機能誘導区域内に立地する誘導施設数の占める割合が増加している市

町村数 100市町村：28都市(2018年4月)
◆居住誘導区域内に居住している人口の占める割合が増加している市町村数

100市町村：43都市(2018年4月)

※平成26年12月27日閣議決定 平成30年12月21日改訂

第 1 期 の 総 仕 上 げ と 次 の ス テ ー ジ に 向 け て

※地域再生計画（H30.11）に記載された目標値

【地方創生版・三本の矢】 情報支援（RESAS）、人材支援（地方創生カレッジ、地方創生コンシェルジュ、地方創生人材支援制度）、財政支援（地方創生推進交付金、企業版ふるさと納税、まち・ひと・しごと創生事業費）

○子供の農山漁村体験の充実
・2024年度に、小学生65万人、中学生75万人、高校生30万人が、農
山漁村体験を行う。
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■地域再生法に基づく支援
①地方創生推進交付金 【H28創設】

②企業版ふるさと納税 【H28創設】

③企業の地方拠点強化の促進に係る課税の特例等
【H27創設・H30拡充】

④エリアマネジメント活動に係る負担金の徴収・
交付（地域再生エリアマネジメント負担金制度）

【H30創設】

⑤商店街活性化促進事業に係る手続・資金調達
の特例等 【H30創設】

⑥「小さな拠点」形成に係る手続・課税の特例
【H27創設（課税特例：H28創設・H30拡充）】

⑦「生涯活躍のまち」形成に係る手続の特例 【H28創設】

⑧農地等の転用等の許可の特例 【H26創設】

（その他：特定政策課題の解決に資する事業への支援措置）

等
府省横断的に様々な支援措置の活用が可能。

主な支援措置メニュー

地域再生制度の概要

 平成26年からの地方創生の流れに呼応し、４度の法改正により支援措置の拡充等を実施
 地方創生全体の方向性を定める「まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）」と、個別の地

域における地方創生の実現のための具体的な支援措置を提供する「地域再生法」、これら２
つの法律が両輪となって地方創生を推進

○地域再生法（平成17年法律第24号）

○地域再生計画の
認定プロセス

○地方公共団体が作成する地域再生計画を内閣総理大臣が認定、
認定計画に基づく措置を通じて、自主的・自立的な地域の活力の
再生に関する取組を支援

○地域再生の施策は、「就業の機会の創出」「経済基盤の強化」「生
活環境の整備」が３本柱

○地域再生法は、各府省横断的・総合的な施策を乗せる共通プ
ラットフォームとして機能

○計画認定には、地域再生基本方針（閣議決定）への適合を確認

作成

地域再生計画
（これまで6,815件を認定(～H31.３)）

認定

支援

国

計画申請は年３回
申請から３月以内に認定

地 域

民間事業者、NPO等 地域住民

地方公共団体
内閣総理大臣認定
関係行政機関の同意
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地域再生法の一部を改正する法律案

法案の概要

住宅団地再生に係る課題への総合的・一体的な取組

１.地域住宅団地再生事業の創設
【第５条第４項第11号・第５章第12節】

〇居住者の高齢化等により多様な世代の暮らしの場として課題が生じている
住宅団地について、生活利便施設や就業の場等の多様な機能を導入する
ことで、老若男女が安心して住み、働き、交流できる場として再生

〇市町村が、区域を定めて、多様な主体と連携して住宅団地再生のための
総合的・一体的な事業計画を作成することで、住宅団地再生に係る各種
行政手続をワンストップ化し、スピーディーに住宅団地再生を実現

コミュニティバスの導入等 若者世代の入居と多世代
交流の促進

高齢者施設や店舗の誘致 住宅をシェアオフィス等として活用

職住育近接
多世代の交流

住み続けられるまち若年世帯
の流入 事務所

シェアオフィス等

生活利便施設等

多様な建物用途の導入

・用途規制の緩和手続
・都市計画決定・変更手続

地域交通の利便性向上
・コミュニティバスの導入等
に必要な許認可手続

・UR（都市再生機構）による
市町村へのノウハウ提供

まちづくりの専門的知見の活用

・有料老人ホームの届出、
介護事業者の指定手続

手
続
を

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
処
理

３.民間資金等活用公共施設等整備事業の創設
【第５条第４項第14号・第５章第15節】

PFI推進機構が、地方公共団体の依頼に応じて、
公的不動産の有効活用などPPP/PFIに関する
コンサルティング業務を実施可能に 【第17条の60】

PPP/PFI導入に向けたコンサルティング

人口減少社会に対応した既存ストックの活用による「多世代共生型のまち」への転換（住宅団地の再生、空き家を活用した移住促進、
公的不動産の利活用）を図ることにより、地方の魅力を向上

法案の趣旨

〇廃校跡地等、低未利用の公的不動産の
有効活用等について、民間の資金・ノウハウ
を活用するPPP/PFIの導入を促進

岡山市：出石小学校跡地整備事業

大阪府：大阪府営枚方田ノ口住宅建替え事業
ひらかた たのぐち

いずし

府営住宅
高齢者支援施設

余剰地
戸建住宅

有料老人
ホーム

スポーツ
クラブ

マンション

コミュニティ
施設

公園

２.既存住宅活用農村地域等移住促進事業の創設
【第５条第４項第12号・第５章第13節】

〇「農地付き空き家」等の円滑な取得を支援することで、
農村地域等への移住を促進

移住者に対する空き家・農地の取得の支援

市町村が作成する移住促進のための事業計画に基づき、移住者による
①空き家に付随する農地の権利取得の推進 【第17条の56】

（下限面積（原則50a）の引下げ手続の円滑化）
②市街化調整区域内で厳格に運用されている空き家の取得等

（例：農家住宅を一般移住者が取得）の許可が円滑に 【第17条の55】

【第17条の37～
第17条の39 】

【第17条の40～
第17条の42 】

【第17条の43～
第17条の51 】

【第17条の52】

介護サービス等の充実

平成31年３月15日 閣議決定
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地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律

(1)地域における大学振興・若者雇用創出のための
交付金制度（キラリと光る地方大学づくり）

(2)特定地域内の大学等の学生の収容定員の抑制

(3)地域における若者の雇用機会の創出等

○ 地方公共団体は、内閣総理大臣が

定める基本指針に基づき、地域の中

核的産業の振興や専門人材育成等

に関する計画を作成し、内閣総理大

臣の認定を申請。

○ 例外事項の具体例

・スクラップアンドビルドによる新たな学部等の設置
・留学生や社会人の受入れ
・夜間・通信教育を行う学部・学科を設置する場合
・収容定員増等について、投資・機関決定等を行っている場合
・専門職大学等の設置（５年間の経過措置）

我が国における急速な少子化の進行及び地域の若者の著しい減少により地域の活力が低下している実情に鑑み、地域における若者の修

学及び就業を促進し、地域の活力の向上及び持続的発展を図るため、内閣総理大臣による基本指針の策定及び地域における大学振興・若
者雇用創出事業に関する計画の認定制度並びに当該事業に充てるための交付金制度の創設等の措置を講ずる。

（※）学生が既に相当程度集中して
いる地域等として東京23区を
政令で規定。

○ 大学等の設置者又は大学等

を設置しようとする者は、特定

地域内(※)の大学等の学部等の

学生の収容定員を増加させて

はならない（10年間の時限措

置）。

地方公共団体

大学等 事業者

地域における
大学振興・若者雇用創出

推進会議

日本全国や世界中から学生が集まる
キラリと光る地方大学づくり

○ 地方公共団体は、計画の案の作

成等について協議するため、大学

及び事業者等と地域における大学振興・若者雇用創出推

進会議を組織。

○ 国は地方公共団体と連携して地域における若者の雇用機会の創出等の必要な施策を講ずるように努める。

【主な施策】

①地元中小企業等でのインターンシップ、②プロフェッショナル人材、③奨学金返還支援制度

東京一極集中是正に向けた他の施策と合わせ、2020年時点で地方・東京圏の転出入均衡を目指す。
（参考：2017年時点の東京圏への転入超過数は約12万人。（2018年時点で約13.6万人））

目標

○ 国は、計画の認定を受けた地方公共団体に対し、交付

金(※)を交付。

（※）内閣府交付金分72.5億円（文部科学省予算を含む地方大学・地域産
業創生交付金事業97.5億円の内数）【平成31年度予算】
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